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＜要旨＞

　関係会社を含めたグループ全体の研究開発は，本社が中心となり実施する

傾向がある。先行研究によると，研究開発費の関係会社負担分は特許権の使

用料であるロイヤルティとして回収するか，本社が関係会社に販売する製品

価格に転嫁して回収するのが一般的である。研究開発には基礎研究，応用研

究および開発研究がある。このうち，基礎研究は製品への応用を前提としな

いため，研究開発費をロイヤルティとして回収することが難しいと考えられる。

　本稿では，基礎研究に関する研究開発費を本社が関係会社に販売する製品

価格に転嫁して回収している可能性について，経済産業省の「企業活動基本

調査」の独自集計結果を用いて仮説を導出することを目的とする。分析にあ

たっては，研究開発費に関するデータを抽出し，自己開発群と委託開発群に

分割し，統計解析を行った。その結果，まず「委託開発群は自己開発群と比

較して基礎研究を委託している割合が高い」という仮説１を導出した。つぎ

に，自己開発群と委託開発群における関係会社売上割合の平均値の差の検定

から，「委託開発群は，基礎研究に関する研究開発費を本社が関係会社に販

売する製品価格に転嫁して回収する割合が高い」という仮説２を導出した。

　
＜キーワード＞  研究開発，委託開発，基礎研究，ロイヤルティ，関係会社売上
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1．はじめに

　関係会社を含めたグループ全体の研究開発は，本社が主として行う傾向

にあるといわれている。その際，本社の研究開発部門はコストセンターで

あるため，グループ全体にその費用をどのように負担させ，回収するかが

課題となる。この研究開発費の関係会社負担分の回収方法としては，ロイ

ヤルティとして回収する方法や，研究開発成果を活用した製品価格に転嫁

し，三国間貿易などと組合せて本社が関係会社に販売する形で回収する方

法などがある。

　研究開発は，基礎研究，応用研究および開発研究に分類される（総務省

統計局，2023）。このうち基礎研究に関する研究開発費は，製品への応用を

前提としておらず，特許使用の対価であるロイヤルティとして回収するこ

とが難しい。そのため，本社が関係会社に販売する製品価格に転嫁して回

収する方法が主となると考えられる。

　そこで，本稿では基礎研究に関する研究開発費を本社が関係会社に販売

する製品価格に転嫁して回収している可能性について，経済産業省の「企業

活動基本調査」の独自集計結果を用いて仮説を導出することを目的とする。

　本稿の構成は，以下の通りである。まず，2.1 ではグループ全体の研究

開発は，本社に集約される傾向があることを，先行研究および「開発・試

験研究費連単比率」の分析結果を用いて確認する。2.2 では研究開発費の

回収方法について，総額は一定としつつ，ロイヤルティや製品価格への転

嫁など，多様な手段が用いられていることを先行研究から確認する。2.3

では委託研究において基礎研究の割合が高いことから，基礎研究に関する

研究開発費の回収がロイヤルティよりも製品価格転嫁に依存している可能

性を示唆する。

　3. では企業活動基本調査から研究開発に関するデータを抽出し，自己開

発群と委託開発群に分割する方法とその結果を示す。4.1 では委託開発と
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特許使用率との関係の分析を行い，「委託開発群は自己開発群と比較して

基礎研究を委託している割合が高い」という仮説 1 を導出する。4.2 では

委託研究と関係会社売上割合との関係を分析し，「委託開発群は，基礎研

究に関する研究開発費を本社が関係会社に販売する製品価格に転嫁して回

収する割合が高い」という仮説 2 を導出する。最後に，5 では結論と今後

の課題を述べる。

2．研究開発費のグループ内からの回収

2.1　本社における研究開発の実施

　グループ全体の研究開発は，本社に集約して行うことが多いとされる。そ 

の理由として，研究開発資源（設備や人材など）を本社に集約することで効

率化を図る，異なる事業部門間の技術交流や知見の共有を促進しグループ

内でシナジーを発揮させる，知財管理を効率的に行うなどがある。海外現

地法人へのアンケート調査結果によると，日系グローバル企業は研究開発

を親会社（本社）で一括して行う傾向にある（中川，2003）とされる。

　これを確認するために，図表 1 で，東証プライム上場企業の「開発・試

験研究費連単比率」を分析する。対象は 2024 年 11 月 20 日現在東証プライ 

ム企業に上場している企業のうち，直近期，４期前および９期前に開発・

試験研究費を計上している 279 社である。直近期の「開発・試験研究費連

単比率」の累積の欄を見ると，「90% 以上」が 48％，「50％以上」が 87％ 

であった。このことから，開発・試験研究費連単比率は 100％に近い企業

が多く，グループ全体の研究開発は本社が中心となり実施する傾向がある

ことが分かった。
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2.2　研究開発費のグループ内からの回収方法

　グループ全体の研究開発を本社で集約して行った場合，研究開発費をグ

ループ内でシェアし，回収する必要がある。これに関しては，海外子会社

を対象とした投資回収の研究が蓄積されている。まず，Harry（1998）は，本

社の海外現地法人から投資回収を行う際，投資回収方法ごとに金額に増減

はあるものの，最終的に回収される総額は一定であることを指摘している。

Hasegawa & Kakebayashi（2023）は日系企業のデータを用いて分析した結

果，Harry（1998）と同様の結論に達している。

　佐藤（1991），李・上總（2009），および塘・松岡（2023）は，海外現地法

人からの投資回収方法として，製品価格への転嫁，ロイヤルティおよび配

当金が主として用いられている点を指摘している。特に，塘・松岡（2023）

は，100% 子会社でない海外現地法人からの投資回収にあたって，現金の

社外流失を避けるため，配当よりもロイヤルティを用いる傾向がある点を

図表１　開発・試験研究費連単比率図図表表  11    

比率 累積 

9 期前 4 期前 直近期 9 期前 4 期前 直近期 

100%以上 9% 7% 5% 9% 7% 5% 

90%以上 47% 43% 43% 56% 50% 48% 

80%以上 14% 18% 16% 70% 67% 64% 

70%以上 8% 11% 12% 78% 78% 76% 

60%以上 7% 8% 7% 85% 86% 83% 

50%以上 5% 3% 5% 90% 89% 87% 

40%以上 3% 4% 4% 94% 93% 91% 

30%以上 2% 3% 4% 96% 96% 95% 

20%以上 2% 3% 3% 97% 98% 98% 

10%以上 1% 1% 1% 99% 99% 99% 

0%以上 1% 1% 1% 100% 100% 100% 

計 100% 100% 100% 

*日経 NEEDS FINANCIAL QUEST からデータを抽出し筆者作成(2024 年 11 月 20 日時点)
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指摘している。

　梅田（2012）の質問調査では，基礎研究費の回収方法について，「売上高

比例方式（ランニング）ロイヤルティ」を用いると回答した企業が 41％，｢親子 

の最適所得配分から最適ロイヤルティを求めて回収」と回答した企業が 10％ 

であった。また，｢実費に基づく役務提供料｣ と回答した企業は 16％，｢部 

品・完成品取引の価格に反映させて回収｣ と回答した企業は 12％であった。

　以上から，海外子会社から投資，もしくは研究開発費を回収する場合，総

額は一定であるものの税金や外部株主への配当など現金の社外流出を抑え

るために，ロイヤルティや製品価格への転嫁など，多様な手段が用いられ

ていることが分かる。

2.3　基礎研究と委託研究の関係

　日本企業の研究開発費のうち基礎研究に対して支出された割合は 7％で

あるのに対し，大学等では 54％である（総務省統計局，2023）。また，文部

科学省科学技術・学術政策研究所（2023）によると，日本企業の研究開発

活動の連携先の 73％は ｢国内の大学等｣ であった。これらから，委託研究

を実施する場合，基礎研究を委託している可能性が高いと考えられる。

　以上 2.1 ～ 2.3 を勘案すると，企業の委託研究は基礎研究が多いことから，

それに関する研究開発費はロイヤルティとして回収することが難しいため，

製品価格転嫁に依存している可能性が示唆される。

3．研究開発に関するデータの抽出と分割

　本稿では，経済産業省が基幹統計調査として実施している「企業活動基

本調査」から研究開発に関する回答を独自集計し分析を行う。企業活動基

本調査は，経済産業省が毎年実施している統計法に基づく基幹統計であり，

従業員 50 人以上かつ資本金 3,000 万円以上の企業を対象としている（経済

産業省，各年分）。企業活動基本調査は法的強制力があるためサンプル数が
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多く，長期間の時系列データが得られるという利点がある。その反面，基

礎研究に関する質問はないため，本稿では，委託研究開発費をその代理変

数とする。この妥当性については，4.1 で検討する。

　本稿では，企業活動基本調査の 2012 ～ 2021 年のデータを対象とする。

企業活動基本調査では調査年と調査対象年度が 1 年ずれているため，本稿

では，調査年で表示した。たとえば，2021 と表示した場合，2020 年度の

調査結果を示す。分析対象企業は，企業活動基本調査において，｢売上高｣，

｢自社研究開発費｣，｢特許権（所有しているもの）｣，｢特許権（うち，使用して

いるもの）｣ に全て回答している企業を抽出した。その結果，図表 2 の通り，

年度別の抽出割合は 14 ～ 15% となった。

　さらに，抽出した企業を「委託研究開発費を計上している企業」（委託開

発群）と「委託研究開発費を計上していない企業」（自己開発群）に分割した。

この際，｢自社研究開発費｣，｢委託研究開発費｣ または ｢受託研究開発費｣

のいずれかが未回答であった場合，他のいずれかが回答されていれば未回

答を 0 とみなした。これは，未回答を 0 とすることで，「研究開発費」の

内訳である ｢自社研究開発費｣，｢委託研究開発費｣，｢受託研究開発費｣ の

合計が「研究開発費」と一致するためである。

　その結果，「自己開発群」は 73 ～ 76%，「委託開発群」は 24 ～ 27% と 

なった。「委託開発群」は全体の 1/4 にとどまるものの，2 群の平均値の

差の検定を行うには十分なサンプル数が確保されていると考えられる。

図表２　データの抽出と分割（自己開発群と委託開発群）図図表表  22  

年度 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計 

回答数 30,647 30,584 30,217 30,180 30,231 30,151 29,530 29,780 29,295 29,574 300,189 

抽出数 4,513 4,629 4,600 4,436 4,432 4,325 4,344 4,385 4,372 4,454 44,490 

割合 15% 15% 15% 15% 15% 14% 15% 15% 15% 15% 15% 

自己開発群 3,437 3,504 3,434 3,266 3,286 3,167 3,183 3,197 3,191 3,240 32,905 

割合 76% 76% 75% 74% 74% 73% 73% 73% 73% 73% 74% 

委託開発群 1,076 1,125 1,166 1,170 1,146 1,158 1,161 1,188 1,181 1,214 11,585 

割合 24% 24% 25% 26% 26% 27% 27% 27% 27% 27% 26% 

*企業活動基本調査(2012～2021)を基に筆者作成

─ 200 ─

成城・経済研究　第 247・248 号（2025 年 3 月）



4．委託開発と特許使用率，関係会社売上割合の分析

4.1　委託開発と特許使用率との関係の分析

　委託開発群が，自己開発群と比較し基礎研究を委託する割合が高いかを

検証するため，特許使用率の平均値を比較する。本稿では，「特許使用率」

を企業活動基本調査の回答項目を用い，「特許権を使用しているもの」÷ 

「特許権を保有しているもの」と定義する。

　図表 3 の通り，自己開発群の特許使用率の平均値は 75 ～ 76％であるの

に対し，中央値は 89 ～ 100％と，平均値よりも中央値の方が一貫して高 

い。他方，委託開発群の特許使用率は，平均値が 61 ～ 63％であるのに対し， 

中央値は 58 ～ 62％と重なっている。これは，自己開発群の研究開発が製

品開発を目的とする割合が高いため，特許使用率も相対的に高くなるため

と考えられる。以上から，自己開発は製品開発を目的とした研究開発が

多いため，委託開発と比べ特許使用率が高い傾向を示すものと考えらえる。

これらの結果は，委託開発群では基礎研究の割合が高いことを示唆して 

いる。

　図表 4 は，委託研究を実施している企業において，自己開発群と委託開

発群の特許使用率の平均値の差を検定した結果を示している。特許使用率

図表３　特許使用率についての基本統計量図図表表  33    

年度 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計 

自
己
開
発
群

N 3,437 3,504 3,434 3,266 3,286 3,167 3,183 3,197 3,191 3,240 32,905 

平均値 76% 75% 76% 75% 76% 75% 76% 76% 77% 77% 76% 

中央値 89% 89% 89% 89% 89% 89% 90% 91% 100% 100% 91% 

標準偏差 29% 29% 28% 29% 28% 29% 29% 28% 28% 28% 28% 

委
託
開
発
群

N 1,076 1,125 1,166 1,170 1,146 1,158 1,161 1,188 1,181 1,214 11,585 

平均値 63% 63% 62% 61% 62% 62% 62% 62% 63% 63% 62% 

中央値 60% 60% 60% 58% 60% 60% 60% 60% 60% 62% 60% 

標準偏差 31% 31% 32% 31% 31% 31% 31% 31% 31% 31% 31% 

*企業活動基本調査(2012～2021)を基に筆者作成
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の平均値は，自己開発群では 75 ～ 77％，委託開発群では 61 ～ 63％で推

移しており，いずれも変動は 2 ポイント以内にとどまった。一方で，自

己開発群と委託開発群の平均値の差は，12 ～ 14 ポイントで委託開発群の

ほうが低かった。この差は，すべての年度において 1％水準で統計的に有

意であった。また，効果量を示す Cohen のｄは，0.423 ～ 0.506 であった。

効果量の目安として，水本・竹内（2008）に基づき，「0.2 ＝小さい，0.5 ＝

中程度，0.8 ＝大きい」とした場合，本結果は中程度の効果があると考え

られる。

　以上の結果から，委託開発群の特許使用率は自己開発群に比べて有意に

低いことが確認された。この要因として，委託開発群は基礎研究を外部に

委託する割合が高いことが影響していると考えられる。したがって，以下

の仮説１を導出する。

図表４  自己開発群と委託開発群における特許使用率の平均値の差の検定図図表表  44  

年度 
自己開発群 委託開発群 

平均値

の差 
P 値 

Cohen

の d 

件数 平均値 件数 平均値 

2012 3,437 76% 1,076 63% 13 <0.01 0.438 

2013 3,504 75% 1,125 63% 12 <0.01 0.423 

2014 3,434 76% 1,166 62% 14 <0.01 0.464 

2015 3,266 75% 1,170 61% 14 <0.01 0.506 

2016 3,286 76% 1,146 62% 14 <0.01 0.485 

2017 3,167 75% 1,158 62% 13 <0.01 0.455 

2018 3,183 76% 1,161 62% 14 <0.01 0.465 

2019 3,197 76% 1,188 62% 14 <0.01 0.473 

2020 3,191 77% 1,181 63% 14 <0.01 0.503 

2021 3,240 77% 1,214 63% 14 <0.01 0.490 

全体 32,905 76% 11,585 62% 14 <0.01 0.470 

*企業活動基本調査(2012～2021)を基に筆者作成
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仮説１：�委託開発群は，自己開発群と比較して基礎研究を委託している割

合が高い。

4.2　委託開発と関係会社売上割合との関係の分析

　前節で導出した仮説１が成立したとすると，委託開発群では基礎研究に

関する研究開発費を関係会社からロイヤルティとして回収することが難し

くなると考えられる。そのため，委託開発群では，研究開発費を本社が関

係会社に販売する製品価格に転嫁することで回収する可能性がある。そこ

で，本節では，委託開発群では自己開発群と比較して，本社の関係会社売

上割合が高いかどうかを分析する。ここでは，「関係会社売上割合」を企業 

活動基本調査の質問項目を利用して，「売上高（取引額（うち，関係会社））」

÷「売上高（取引額）」と定義する。

　図表 5 を見ると，自己開発群の関係会社売上割合の平均値は 13 ～ 14％，

中央値はすべて 1％で推移していた。これは，関係会社売上割合が 0％の

企業が相対的に多いことを示唆している。一方，委託開発群の関係会社売

上割合の平均値は 18 ～ 21％，中央値は 5 ～ 6％で推移していた。委託開

発群も自己開発群同様 0％方向に偏りのある分布ではあるものの，平均値，

中央値とも委託開発群のほうが高い。

図表５　関係会社売上割合についての基本統計量図図表表  55    

年度 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計 

自
己
開
発
群

平均値 13% 13% 14% 14% 14% 14% 14% 13% 13% 13% 14% 

中央値 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 

標準偏差 25% 25% 26% 26% 26% 26% 26% 25% 26% 25% 26% 

委
託
開
発
群

平均値 20% 20% 20% 21% 20% 20% 19% 19% 19% 18% 20% 

中央値 5% 6% 5% 5% 5% 6% 5% 6% 5% 5% 5% 

標準偏差 29% 29% 29% 29% 28% 28% 28% 27% 27% 27% 28% 

*企業活動基本調査(2012～2021)を基に筆者作成

*サンプル数は,図表 3と同様である。
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　図表 5 の分析から，関係会社売上割合の平均値は委託開発群のほうが自

己開発群より一貫して高いことが確認された。この統計的有意性を平均値

の差の検定を用いて分析した結果，図表 6 に示すように全ての年度におい

て 1％水準で統計的に有意であった。効果量を示す Cohen の d は 0.193 ～

0.271 の間で推移していた。効果量としては小さいものの，関係会社売上

割合は，委託開発群が自己開発群よりも 5 ～ 7 ポイント高い。このことか

ら，委託開発群は研究開発費の回収方法として関係会社売上に転嫁する割

合が高いと考えられる。したがって，以下の仮説２を導出できる。

仮説２：�委託開発群は，基礎研究に関する研究開発費を本社が関係会社に

販売する製品価格に転嫁して回収する割合が高い。

図表６  自己開発群と委託開発群における関係会社売上割合の平均値の差の検定図図表表  66  

年度 
自己開発群 委託開発群 

平均値

の差 
P 値 

Cohen

の d 

件数 平均値 件数 平均値 

2012 3,437 13% 1,076 20% 7 <0.01 0.271 

2013 3,504 13% 1,125 20% 7 <0.01 0.268 

2014 3,434 14% 1,166 20% 6 <0.01 0.243 

2015 3,266 14% 1,170 21% 7 <0.01 0.229 

2016 3,286 14% 1,146 20% 6 <0.01 0.213 

2017 3,167 14% 1,158 19% 5 <0.01 0.215 

2018 3,183 14% 1,161 19% 5 <0.01 0.268 

2019 3,197 13% 1,188 19% 6 <0.01 0.234 

2020 3,191 13% 1,181 19% 6 <0.01 0.213 

2021 3,240 13% 1,214 18% 5 <0.01 0.193 

全体 32,905 14% 11,585 20% 6 <0.01 0.228 

*企業活動基本調査(2012～2021)を基に筆者作成
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5．結論と今後の課題

　本稿では，まず 2.1 において，グループ全体の研究開発を本社が主とし

て実施する傾向にあることを，先行研究ならびに東証プライム上場企業の

「開発・試験研究費連単比率」の分析を通じて確認した。そのうえで，2.2

では，海外子会社に研究開発を負担させる際，税金や配当に伴う現金の社

外流出を避けつつ，ロイヤルティや製品価格への転嫁など，多様な手段が

用いられていることを確認した。さらに，2.3 では，企業の委託研究にお

いて基礎研究の割合が高く，それに関する研究開発費の回収はロイヤル

ティではなく，製品価格への転嫁が主である可能性を示した。

　3 では，企業活動基本調査から研究開発に関するデータを抽出し，自己

開発群と委託開発群に分割する方法とその結果を示した。続いて，この 

データを用いて，4.1 では，自己開発群と委託開発群における特許使用率

の平均値の差の検定を行い，「委託開発群は自己開発群と比較して基礎研

究を委託している割合が高い」という仮説 1 を導出した。さらに，4.2 で 

は，自己開発群と委託開発群における関係会社売上割合の平均値の差の検

定を行い，「委託開発群は，基礎研究に関する研究開発費を本社が関係会

社に販売する製品価格に転嫁して回収する割合が高い」という仮説 2 を導

出した。

　本稿では，基礎研究に関する研究開発費を本社が関係会社への製品価格

に転嫁して回収している可能性について分析を行った。一定の仮定のもと，

企業活動基本調査の質問項目を用いて基礎研究の委託開発割合が高いこと

を指摘したものの，これは，基礎研究と委託開発の関係を直接調査した結

果ではない。また，企業活動基本調査の質問項目に含まれていない配当な

どの回収手段については分析できなかった。

　企業活動基本調査は法的強制力があるためサンプル数が多く，長期時系

列データを取得できる利点がある。一方で，サンプル数は減るものの，独
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自の質問紙調査を実施し，基礎研究の回収手段に関するより詳細な分析を

行うことが今後の研究課題である。

付記
　本稿は，JSPS 科学研究費（21K01787），（19K01984）ならびに成城大学特別研
究助成による研究成果の一部である。
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